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本学生活科学部は.昭和50年春，旧家政学部の名材、を
現在のものに改訂，あらたに博士課程を設置し.さらに
従来の研究科の内容を改革した。児童学科では，学部に
おいて児童.保健学を専攻した者が研究科に進学する場合
は，食物学科と合流して栄養 ・保健学専攻へ， また児童
教育学および児童心理学を専攻した者は社会福祉学科と
合流して生活福祉学専攻へと，研究科では二専攻に分か
れて4支をの1;1'していくことになった。
きて.このような学部内の新しい動きにともない，児
童学科の教育 ・研究内容は今後さらに変化，発展してい
くものと考えられるが， これを機会に.われわれは，卒
業生に主として職業に関連したアンケートを実施するこ
とを試み，その動向を児童学科の今後のあり方に反映さ
せたいと考えた。
児Z在学専攻生は，卒業時.ほとんど全員が就職するに
もかかわらず，その後数年の間に職場を離れていく人が
多い。しかし，これまで就戦後のフォローアップが組織
的になされたことはなしその消息については，同窓会
誌ならびに教員個々に寄せられる私信などで把握される
程度であった。
今日.物質文明の繁栄とはうらはらに，精神の荒廃が
多くの人によって指摘され， とりわけ，子どもをめぐる
さまざまな問題が世論の的となっている。児童問題に対
処できる.息、の長い専門家を社会が要請している ことは
周知の事笑であるが，伊I飲われわれの学科ではそういう
人材を数多く送り出し得ないのであろうか。集計結果を
もとに，われわれはこの点について考察を加えたいと思
フ。
また，有経験者を求める諸極の職場からの求人依頼杭
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研究室に少なからず有る昨今，再就職希望者の実態.就
職経験者の意見など今後の就職指導を考慮する点からも
アンケートを活用したいと考えて山る。
方 法
調査対象
本学部児童学科卒業 1-22期生(昭和28年 3月-49年
3月)のうち住所不明・国外在住者を除く全員270人を対
象とした。研究科は含まれていない。
開査方法
アンケート記入方式。
調査期日
昭和50年 1月現在の状況。
アンケート回収率
270人に発送し，住所不明で9通返送され， 130人の回
答があった。回収率は50%である。集計，結果の考察に
おいては，新旧世代の機移などもみていきたいので，便
宜的にA，B 2つのグループ(31歳以上と30歳以下)に
分けた。
Aグループ(昭和28lf.3月~昭和41年 3月卒業)
Bグループ(昭和42年 3月~昭和49年 3月卒業)
Aグルーフι
Bグループ
発送数 回答数 回収率
134 
127 
68 
62 
51% 
49% 
計 261 130 100% 
回収率についてはA，Bグループ間に差はない。男子
(;t卒業生数6名のうち 2名 (A グループ)の回答があり
33%の回収率であった。
なお，結果の考察にあたっては，卒業生有志の集い(18
名参加)を開き，集計結果をもとに，生まの:w.見を聴く
機会を得て参考にした。ちなみに畿者はいずれも児童学
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結果および考察
1.就織の有無について
非常勤 ・パートを含めた職業の有無について褒-1に
示した。
回答数130のうち「現在仕事を持っている」は63名で(48
%)1過去に持った事があるが，今は持っていないJ58名
(45%)， 1持ったことはないJ9名(7%)でABグルー
プ聞に特に差はなかった。また，現在職業を持っている
者のうち49名 (78%)が常勤で14名 (22%)が非常勤 ・
パー トであった。 (褒-2参照). 1年以上の期間をあけ
て再就職した者は， Aグループのみで 9人 (有職者の14
%)であった。
昭和47年，本学食物学科の行った 「食物学科卒業生の
社会における活動状況の調査結果川Jをみると，学部学
生169名の回答のうち，1現在職業を持っているjは 114
名 (67%)1過去に持ったことがあるJ51名 (31%)1持っ
たことがないJ4名(2%)であった。また.昭和48年，
大学婦人協会が 「職業と教育山」というテー?でまとめ
たものによると一対象は，学校創立が昭和10年以前の 4
年制女子大学(国立 2，公立 2，私立13)(年令22歳-70
歳)卒業生約3，000人で回答数1，456人であった-1現在
職業をもっているJ556名 (38%)1過去に持ったことが
あるJ671名 (47%)1持ったことがないJ229名 (15%)で
あっ た。ただし，この調査対象には50，60歳以上の退職
年令層も含まれており.本学児童学科卒業生の就職状況
と直接比較はできないが， rl1広い層のデーターであり会
図的な平均値として，以下の項目においても参考にして
Z主 学
費一1 就職の有無
---
S 28 S 42 
計-41 -49 
人 % 人 % 人 48 。〆現在もっている 32 47 31 50 63 
過去にもった 30 44 28 45 58 45 ことカeある
もったこと力さ
をい 6 9 3 5 9 7 
計 68 100 62 100 130 100 
点、を除けli，年令層もほぼ等しし比較の対象と して適
当であると思う。就職の有無に関しては，現在職業を持
っている者の割合が， 食物学科に比べて，児童学科では
→約20%も下まわっており.統計的にも有意な差が認め
られる。
2 .現在就職している人の活動分野について
表-2I立.児童学科卒業生の主な就職先と，現在在職
している者の数および勤務形態別の人数を示している。
全体的に見ると 「心理職 ・各種臨床検査jの職場にいる
者がトップで，24%(平均勤続年数3年 8ヶ月)，次いで
「幼稚園J(平均一 9年 7ヶ月)，r小中高等学校j(平均一
9年 9ヶ月)となっている。
Aグループでは， 1小中高等学校Jを職場とする者が最
も多<，つづいて「幼稚園jと教育の現場に在職 してい
る人が多い。Bグループでは， 1心理職・各種臨床検査」
の職場が他より圧倒的に多くなっているのが特徴的であ
る。この職種は具体的には.病院の小児科・ 精神科にお
ける心理相談業務(カウンセリング.プレイセラピィな
ど)や心理検査，脳波検査，さらに生化学的な臨床検査
や，耳要事科での聴力検査などの仕事を含んでいる。Bグ
ループでは相対的に，教育 -心理 -保健の三専攻のうち
いきたい。食物学科の調査は， 3年前に行われたという 心理専攻の学生が多<.従って心理関係の就職者の数が
表-2 現在裁いている職業
---ー~
S沼 S 42 総
-41 常勤 非常勤 -49 常勤 非常勤 世 % 常勤 非常勤
l乳児院 ・保育所 3 2 3 5 2 
2幼稚園 6 5 3 3 9 14 8 
3学校教育(小中高) 7 7 8 13 
4短大・大学の教育園研究 2 2 3 
5障害児教育(養護学校・施設他) 2 3 8 4 
6. ;j能教育(絵画、音華) 2 2 3 2 
7.心理職・各種臨車検査 3 2 12 1 15 24 13 2 
8相談所関係 3 2 4 6 3 
9教育研究所 2 
10児童文化(出版報道) 2 2 3 
1.社会教育関悟 3 2 3 5 2 
12一般企章その他 4 3 5 5 9 14 8 
計 32 23 9 31 26 5 日 10 49 14 
(26) 
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目立っていると考・えられる。また近年，医療音1門の収務
内容の細分化がifiみ.児f在学専攻生がこの分野へ取得し
た技能を生かして就職していっていることのあらわれで
もある.
その他，数は多くないが，児童に関する諸般の教育活
動必よぴ研究活動をおこなう戦場，また出版・報道など
マスコミ関係.一般企業などへの進出もみられる。
3 .聡場の適当度
続職経験のある人全エiに，その仕事が児Z在学科出身者
として適当であるか斉かを|悶うた結果が 袋一3である.
J.lS nl'li . 現在ついている仕 'J~，および過去についていた
仕事.転職した場合はそれも含めている。(但し.n古jー
の聡検に転職 した場合は数に含まれていない)
3分の 2以上の.r，.が適当であると答えた職場は「乳児
院 ・保育所J.r幼樵l制J.r短大 ・大学の教育 ・研究J.
「相談所関係J.r教育研究所jの5職純であった。
このうち「幼線開jは就験者総数が2番目に多い職場
であり.その中で.否定的な見方をした人はわれわれ児
童学料の実技教育の不足を指嫡している人であった。
一万.r短大 ・大学の教育 ・研究Jおよび「教育研気所j
は，問答者全員が適当と答えているもののその教はきわ
めて少数であり，今後のifUれが待たれる職場である。こ
れらの職場は大手院修了.{';をボめがちであること，リGJ1.
学の領域がどちらかといえば.若い研究者よりも年畿の
キャリアのある研究者を求める傾向が短大 ・大学などの
職場に多いこと も就職者が少ない一因であろう。 食
物学科では全体の24%.最多の就職先として 「短大 ・大
学の教育 ・研究Jがあがっていることを勾ーえ合わせる時.
われわれも.このtJ函の職場の開妬にもっとカを入れる
べきではなかろうか。
次に.r相談所関係Jであるが，こニでは総数12名のう
ち9名が非常勤である。児童学科字業生として適当な職
場であ るにもかかわらす.常勤の職場が少ないというこ
とはこの分野の一つの問題を示している。例えば，大阪
市には児童相談所が一つしかなしあとは区役所ごとに
設置されているプランチとしての家経児童相談室が児相
の仕事を分制しているが，その設備は非7首にお粗未であ
り，活動の充実を望むにはほど速いものがある。この点
については次墳でさらに言及した L、。
-1] r心.f'H職 ・各開臨床検資Jli.平業生が最も多〈
就職している職場であるが.職場の通営となると必ずし
も回答はー憾ではなかった。概して心理相談業務に従事
している者は.仕lf;の充実感を述べているものの.検査
関係では.資絡がないため不利な点が多いこと.仕事の
内容が単に校術の提供であって.医師の補助者にすぎな
いことなど不満も多い。この分野の職場の問題について
は.前:mでもふれたごとし就職者数が近年増加しだし
た新しい職場でもあるので，今後の実態をみて再検討し
たいと思う.
4 .今後の活罵か望まれる分野について
児童学科出身者が，現在および将来とり組み活躍する
のが望ましい分野として.卒業生が指摘した職場は褒-
4に示される通りである。ベスト ・3として「相談所関
係J.r降3児教育J.r幼稚園Jがあげられている。ニ
れらは，いずれも細分化された専門的な伎能を生かす職
場というよりは.大きな視野で児戒をとらえていく分野
であることが注目される。
f相談所関係Jの職場I;t.病院その他で頬似の仕事を
している人たちも，より多 〈活躍を望む分野として挙げ
ており， また. A. B阿グループおよび有験者，家庭に
いる人の区日1)なく半数以上の人が指摘している.W:I待の
大き い職場である。絞家族化の風潮と共に，こういうた
褒-3 験場の通当皮
-ーー-- 総 数
。70 児 事Jj('主として職織のiI&
適当 まあまあ 不透 その他
1.乳児院 ・保育所 8 5 6 。 。 2 
2.幼 稚 間 27 18 20 4 2 
3学校教育(小中間) 13 8 8 4 。
4短大 ・大学の教育・ 6背'先 2 2 。 。 。
5.障害児教育(養護学校・地設他) 9 6 6 3 。 。
6 才能 教育 ，*~I雨、汗犠} 4 3 1 3 。 。
7心理厳・各種臨床検夜 36 23 24 13 。
8梱議所関係 13 B 12 2 。 。
9教育研究 所 3 2 3 。 。 。
10児竜文化(出版、報it'i) 7 4 2 4 l 。
I社会教育関係 7 4 4 2 。
12一般企 業 その 他 27 18 。 自 10 9 
計 156 
(27) 
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袋一4 今後の活躍が望まれる分野
印の量生 % 
1.乳児院・保育所 23 18 
2幼 椎 間 56 43 
3.学校教育(小中高) 14 1 
4.短大・大学の教育研究 28 21 
5障害児教育(饗纏学校・摘霞他) 58 45 
6才能教育(絵画、音楽) 5 4 
7.心理職 各種臨康検査 38 29 
8.相談所関係 73 56 
9.教育研究所 4 34 
10.児童文化(出版.報遭等関係) 37 28 
1社会教育関係 1 8 
12一般企業 l 
13.いずれの分野 L可 6 5 
機関が充実されることを望む声は.一般家庭からもよく
聞かれる。現に数多くの待期ケースをかかえている児相
その他既存の相談機関の実状をみても.施訟の拡充は焦
情の問題である。また.児童学専攻生も.年々巣立って
いっても.常勤でじっくり仕事と取りくめる職場を確立
していかなけれは息長〈仕事を続けていく事は難しい。
相談所業務の充実のため.われわれおよび関連する職場
に勤める者が.今後.強力に行政へはたらきかけていく
必要があろう。
次に.r障害児教育」の分野であるカ仁アンケートによ
ると，これまでこの分野に就職した人は総数9名と少数
しかいない。障害児の間組は，われわれの学科において
も古くから研究テー?としてとりあげられてはいたが，
現場の実態との結びつきが少なく，労働条件の劣悪さな
ども関係して.求人に応じて就職する人は少なかった。
近年，障害児教育への関心が高まり，専門家を求める声
はますます強くなっているが，そういった仕事に関する
教育不足のー聞が影響しでか，学生時代障害児問題にと
り組んでいても.卒業後職業に就いて活躍する人はなか
なかふえないのが現状である。心身障害児のための養護
学校および発浅学級の教師.就学的児童のための通園施
設の職只. 普通学級に積僅釘jに降苫ー児を迎えて教育する
教師.また心身障寄児のi泊所あるいは入所施設における
指導員.セラピストなど活織の場はさまざまである。
実習 ・見学を通じて仕事の11'.(聖書ft.意義を十分教育す
ること.職場のかかえる問題点を研究者も共に考え.解
決に努力することなどによって.今後卒業生の期待，社
会の要望に積極的にこたえていくべきではなかろうか。
きて. r i;/J機関J'i，初期の2f.業生からほぼ毎年少数
童
(28) 
学
ではあるが着実に就級者がある峨場である。在職年数の
長い就職先て・あり，児童学科出身者に適した職場である
という経験者の意見も多い。さらに現在も職にある人々
の述べる仕事の充実感が強し後輩に勧める職場として
の評価が高い。この評価はまた家庭にあって育児に専念
している卒業生にもみられ，幼児教育の分野の重要性が
実感をともなって述べられている。近年障害児を受け入
れ，普通児と共に教育していく方向もとられつつあるの
で.障害児の早期教育に関心のある人も この分野で活躍
できることと恩九 「幼稚園」には. r児童Jに関して
総合的に学ぶ機会をもっ.われわれの学科の卒業生だか
らこそ力を発揮できる教育の場がまだまだ埋もれている。
われわれは実技教育面の充実をはかりつつ，卒業生にも
っとこの分野に進出するこ とを勧めるべきであると考え
る。
その他.どの分野も結構，大いに進出して欲しいとい
う芳、見も若干みられたが，確かに分野各々へ卒業生が次
々継続して就職していくことは児童学の相会への還πと
な1)，また児童学が広〈社会の実状と無関係ではいられ
ないことにつながっていくことでもあるから望ましいと
いえよう。
5 .退厳者について
a 退職者・の在戦年数について
過去に職業を持ったことがあると答えた58人の在峨年
数を表-5にまとめた。
就戦後2-3-4'-で退職する者が最も多<， 3年未満で
60%がやめている。就職5年未満て'約90%が退職し家庭
に入っていることになる。
b.退職理由について
退職者58人に退職理由を下記の項目でたずねた。①結
婚 ②出産・育児③健康 ④仕事の性質・職場の条件
⑤家庭の環境(転勤・家族の看病) ⑥その他
理由の多いものをあげると，①結婚26人-45% ②出
産 ・育児22人-38% ③家庭の環境(転勤)5人-9%
であった。大学婦人協会の調査では，退職者 661人のう
ち ①結婚 329人一49% ②出産育児 151人一22.5%
③仕事の性質・職場の条件94人一14%であった。
両調査とも，結婚・出産育児を退職理由にあげた人が
多く退職者の70-80%であった。しかし教値を比較して
みると，結婚はさておき，出産 ・T1児のパーセントが児
童や科卒の場合有意に高い。これは，児童学科卒業生め
場合結婚してもかなりの人が退職しないで仕事を続けて
いるが，出産・育児の段階で退職していくケースが多い
ことを示していると思われる。
C.現在職業についていない理由
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表-5 迅聴者の在職年数
A B 計 延べ人数 延べ %
2年未満 8 1 19 19 3 
2 -3 9 7 16 35 60 
3 -4 5 2 7 42 72 
4 -5 2 6 8 50 86 
5 -6 。 51 8 
6-お年 6 7 58 l∞ 
現在職業に就いていない67人に無職の理由をたずねた
結栄':i.褒-6の通りであった(二つ印をつけた人があ
リ理由総数は82)。ここでも育児の必要上また家事との
両立困難のため職業を持たないと答えた者が圧倒的に多
かった。信ゆを理由にあげた者の百分比は理由総数の63
%.回答者教の78%であった。大学婦人協会の湖在では
これらの理由は，理由総数の44%.回答者数の51%であ
札児童学科の占める :~~J合には及 lまない。退職理由に育
児が大きなウエイトを しめたと問機のことが，ここでも
数値の上で顕著にあらわれている。
d.再就職について
現在職業を持っていなL、67人に.再就職の意志・及ぴ
勤務形態をたずねたところ， 褒ー7の織であった。 i再
就職を希望するJと答えた者50人 (75%) i再就峨する
気はないJ14人 (210'0)であった。 勤務形態は非常勤・
マー ト希望が圧倒的に多<32人 (64%)常勤(専任)希
望は6人 (12%)であった。 i再抗戦の:iX志はなし‘。家
庭に専念、したいJと答えた人は，回答者 130人の約 1'lilJ 
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で.残り 9常1)が現在職業を持っているか， また将来職業
を持つ事を望んでいる。 しかしも、ったん家庭に入ってし
まうと，職業を持つ条件を祭える4m維かしし弱腰に
なってしまうというのも実状て二そのことは非常勤 ・パ
ート希望や，陣学習の必要を感じるという 多くの意見の
中にうかがえた。このような実態である以上，児童学科
としても今後その対策を考えていかねばなるまいと恩わ
hる。
6.専門敏育につ心て
学生時代に受けた教育をふりかえって.よかっ た面，
不足な耐を指摘してほしい.という設問に対してはさま
ざまなff見が述べられていたが.ここでは特に専門教育
についての主な要望，またわれわれが耳を傾けるべきで
あると身えるものを列記したい。
0実習に力を入れてほしい(幼稚|租，保育所，病院.相
J業所，隊二号児地設.クリニッ7実符)。
0幼児教育を深くはりさげた教育実習であってほしい。
0小学校教諭の免許を取得できるよ う制度を考えてほし
L、。
0障害児教'tJ. 隊~児と正常児の共同教育にカを入れて
はしし、。
O幼稚闘教R命の資格のために， もっと災技(音-楽リズム
・絵聞製作 ・保健体育)の教育を充実させてほしい。
0教育・心理 ・保健というそれぞれの見万を どこで人間
学として総合格理していくのか，各領域の接点をどうふ
くらませていくのかが問われる万向であってはしい。
0 単に良J...;'tHlJ:をTfてるのではなく.科学的悦野に立つ
専門教育を望む。
表-6 J.見従職業に就いていない理由
I 経済的に安定しているので職業につく必要がない。
2.家庭生活に満足しているので職業につく気にならない
3 自分の好みとかオ肯Eにあった仕事がない
4 .家族が総業をもつことに反対である
5. 1巨.~ との「両立が困雑て・ある 。
6 子どもが小さいうちは家庭の外にit'1¥.をむちたくない。
7 年令的に戦業'主治を送る自信がない.
8 その他
?????????
3% 
1% 
150-，<> 
70/0 
34%、
..f77% 
43% ; 
1% 
16% 
ヨ隆一7 再就職の希望
1. 適当な峨場があれば今すぐ仕'~に つ きたい
2 現化Iよ無f唱であるが、将来は通当なf上'Ii.があればっきたい
13人
37人
20% 
55<le 
3. iヰ枕月置する気はない。 14人 21% 
4 その 他 3人 4% 
勤務形態 | 開(常勤)を的6人(12%)非常勤(バート怜む)を希望犯人(附)
(29) 
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0現実の社会の状況下の子ども達の姿ではなく ，現場の
状況を離れた講義を単なる知識として身につけた!惑があ
る。今，現在の社会で児童がどのような立場におかれ.
幼児教育にたずさわるものにどのようなことが要求され
ているかを常に把援し.それに学問的に答えていける学
平二十でなければいけないと，思う。
0人間観，職業銀の確立につながる専門教育であっては
しい。
0児2在学科の存筏を一般社会に知らせる何らかの方法，
PRを考えてほしい。
0現在のマスコミなど児童文化の貧民を嘆いている。児
童文化関係へのとり組みを望む。
7 .その他
アンケート回答者 130人のうち 103人 (79%)が結婚
しており，女チ有職者61人(男子2名を除<)のうち37
人 (61%)が家庭と仕事を両立させている。食物学科で
は，女子有職者 107人のうち48人 (45%)が家庭と仕事
を両立させている。数値を比較すると，有職者の既婚率
は児童学科の方がやや高いようである。食物学科の有職
者数が多いのは，未婚者の数が多いこととも関速するの
かも知れない。
また，児童学科卒業生のうち既婚者の子どもの数を調
べてみると， 0 -18人， 1 -18人， 2 -49人， 3-13人，
4-2人，無記入-3人であった。この中には結婚後ま
もない人も含まれており，平均は1.6人となるが，一家
庭 2人というところが最も多いと思われる。
問 題点
1 . .隆司障と育児について
以上，アンケートの結果を概観してきたが，児童学科
卒業生が験場を綴れ，刷業に就かない理由は，育児問題
に大きく関係しているニとが判明した。男女平等がたて
まえとされている況代社会ではあるが.一般には依然、と
して，女性は結婚後は家1';・育児に専従するものである
という通念が支配的である。専門教育を受けるために大
学の門を叩〈女子学生もまたこの考えから解放されては
いない。
女子学生が多数を占める児E在学科においては，学問の
性質からいっても，女性の結婚および出産 ・育児と仕事
の問題は避けることのできない課題である。しかしなが
ら，われわれは従来のニの課題と正面からとり組み，そ
のより良い解決に努力してきたであろうか。上記のよ うな
世間一般の与 えー方に強〈疑問を投げかけることもなく手
をこまねいてはいなかったか。
仕事と家庭を両立させている卒業生は，各々戦場での
童
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学
仕事を通じて，新しい育児観を体得していっている。わ
れわれは，伝統的な育児観から脱却して，新しい育児の
あり万を研究し，児童学専攻生が単に賢母になることだ
けにとどまらず.各々の人生において.長期にわたって
職業人として活躍していくことができるようにf変動すべ
きであると考える。
アンケー トによれば9舗の卒業生が仕事をもつかある
いは将来再び就職したいと希望している事実が一方にあ
る。 しかしまた一方では，核家族化や，連帯!惑の希薄な
地域社会，保育所の不備，婦人の労働条件の劣悪さが，
働〈母親を困惑におとし入れていることも事実である。
ある卒業生が指摘するように，社会の中で子どもが成
長 してL、〈以上，自分の子どもだけを大切にし，立派に
育てることは不可能である。児童および人間に関心を寄
せ，専門教育をうけた児童学専攻生こそカ等先して，社会
の子どもみんなを大切にしていくという観点に立って.
職業と育児を両立させていってほしいものである。
母親カ吃4時間傍にいることがほんとうに子どもにとっ
て良いことなのか，諸外国で実践きれている集団保育に
ついて，も っとわれわれは関心をもち研究を進めるべき
であろう。そうして.現状の不備な点を打開すべ〈術極
的に行動を起こし，母親が安心して働ける槻境作りを.
われわれも卒先しておこなっていくべきではないだろう
か。現花就服している卒業生が，児童学科出身者・の「保
育所」への進出も望んでいるのをみる時，われわれ児童
学を専攻する者は，相互に，職業と育児について協力し
合える立f最にいることをあらためて感じるのである。
2 .職嫌と教育について
大学の使命はもちろん職業教育だけにあるのではない。
しかし，そこでおこなわれる専門的教育および研究の成
:W:;/}'.できる限り社会に役立つことを望まぬ者はいない
であろう し，応用科学の分野である生活科学部における
学問研究lム jー苦笑践的であって良いと忠われる。その
芳、味で.児意学科も，社会の要請にこたえうる腕業人を
育成するために，従来のような成り行きまかせの就職指
導ではなし将来への展望に立った，職業観の硲立を目
ざす， f自額的なJ行i尊・教育をおこな うべきである。また，
現場の尖態を知 1)，児童学および自分自身に何が求めら
れているか，を把握するために，実際に子どもと按触し
ながら学ぶ機会のある諸種の施設での実習をぜひとも充
実させるべきである。これらは.笑際に社会に巣立つ て
いっ た卒業生たち多数の述懐でもある。
さらに.考f誕の項で述べたように，児童学出身者の職
場の検討，職場の改革，職場の開拓もまたわれわれが積
極的にとり組まねばならない課題であろう。jfIJえ'i官庁
吉田・岩堂!足意学科卒業生と職業 -181 -
など行政の分野にも進出していくべきであるとい う卒業
生の指摘.もっと続いてわれわれの職場に来てほしいと
呼びかける現場の人々の声，アンケートは予想以上に.
卒業生の職業に対する真剣な態度ーを映し出している。児
童学科としても，今後組織的に.卒業生を交え.職業に
ついて考える機会を作ってし、〈必要があろう。
要 約
本学生活科学部児童学科卒業生(1 -22期生)に対し，
主として職業に関するアンケー トを笑施し，児童学科出
身者の笑態を分析，考察した。
1 ) 130人の回答があり.回収率は50%であった。(男子
は2人.回収率33%)
2 )現在職業に就いている者は63人(48%).そのうち49
人 (78%)が常勤で14人 (22%)が非常勤 ・パートであ
った。また，過去に就戦していたが. ~見tE I立無職の者は
58人(45%).1年以上の期間をあけて再就職した者はA
グループ (31歳以上)のみで. 9人 (有職者の14%)で
あった。
3 )卒業生の主な活動分野は.i心理職 ・各種臨床検1'i:J
24%. i幼稚園J14%. i小中高等学校J13%となってい
る。
4 )就職経験のある人の 3分の2以上が，児童学科出身
者として適当な職場であると答えたのは. i乳児院・保
(31 ) 
育所J.r幼稚園J.r短大 ・大学の教育 ・研究J.r相談所
関係J.r教育研究所Jの5職種であった。
5 )児童学科出身者が.現在および将来活践するのが望
ましい. と卒業生が指摘した分野のベスト・ 3は. r相
談所関係J.r障害児教育J.r幼稚園」であった。
6 )退職者の退職理由は.結ー婚ー26人(45%)，出産・育
児一22人 (38%)が多数を占めた。
7) 9害lJの卒業生が仕事をもつか.あるいは将来再び就
職したいと希望している。児童学科出身者が職業に就か
ない理由は育児問題に大きく関係していることがわかっ
た。
8 )専門教育に関して.特に.実習を強化し，現場との
結びつきを宮、にすること，職業観の確立をはかること，
さらに学科として.適切な就職指導.職場の開拓に力を
入れることなどについて考察がなされた。
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Summary 
An inquiry made of 130 graduates of the Department of Child DeveloPlTlent in the Faculty of Science -
of Living indicates that only 63 of them (48%) are currently in employment， wh恥 58(45%) are out 
of work a t present al though they were once employed previously. 
Among those who left employment， 26 (45%) were for their getting married， this being the main 
reason of such retirements while 22 (38%) left their employments for the reason of child-birth and 
a ttendance to newly-born babies. 
About 90%of the total graduates are either currently in employment， or are desirous of obtaining 
employment in the future. Thus， itwas known that one principal reason why they are not in employ-
ment is closely related with the problem of their attendance on their children. 
1t has become evident， moreover， that the particulars fields of their activities chosen by the gradu-
ates of the Department of Child Development where they are desirous of working nowand in the future 
are: 
(1) Child Consulting Center or Similar organs related thereto; 
(2) The particular field connected with the instruction of handicapped children. 
(3) Kindergartens. 
For the purpose of bringing up such experts as are qualified to deal with the problems of children 
over an extended period of time， itis deemed imperatively necessary to energetically engaged in the re-
search of "group nursing"， in s¥Jch a way that those graduates may be enabled to devote themselves 
to obtaining their occupational jobs and the child care at the same time. 
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